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空港アクセス交通の利用者は，今後増えることが想定されている．そのため手段選択特性分析を実施し，

利用者ニーズに合わせたレベルの高いアクセス交通を実現する必要がある．本研究の目的は，利用者のニ

ーズの傾向を理解して，鉄道を含む空港アクセス機能の改善を行うことである．本研究では，航空旅客の

自宅と空港間について，往復の空港アクセス交通の手段選択特性分析を行った．ネスト構造を持った混合

ロジット（MXL）モデルを用いた非集計分析により，利用者個人の旅行状況と交通手段選択の関係を明ら

かにした．また 2 つの空港への交通手段別の時間価値や，費用を変化させた際の交通手段選択率の変化を

分析した．これらの結果から国内外の交流の活性化につながる空港アクセス手段機能向上に資する知見が

得られた． 
 

     Key Words: airport access,travel mode choice,transportation policy,mixed logit model 

 
 

1． はじめに 
 

(1) 研究の背景 
人口減少や少子高齢化が進む中，我が国の経済・社会

を維持・発展させていくためには，国内外の交流の活性

化に取り組むことが必要である．新型コロナウイルスの

影響などにより近年では大きく航空需要が減少している

が，IATA 注 1)によると将来予測については，世界の総旅

行者数は，2019 年比で，2024 年には 103%とコロナ流行

前を超え，2025 年には 111%に達すると予測されている．

ビジネスにおいても，オンライン会議のような非接触型

の経済活動が活発化したが，接触型の経済活動に対する

需要も依然として根強い．今後は，接触型と非接触型の

経済活動を両立させていくものと考えられる注2)． 
国の施策に目を向けると 2015 年には，第二次国土形

成計画（全国計画）として，国から対流促進型国土の形

成を目標とした計画が発表された． 
これまでの背景からは，我が国として成長を続けるた

めには交流の活性化が必要であり，国として施策を実施

していることがわかる．また中期的にも航空需要のコロ

ナ前への復調が想定されている．したがって，今後も航

空を利用した交流は伸びる可能性が大いにある．その対

応として空港を増設することや航空機のスピードそのも

のを向上させることも考えられるが，現実的には難しく，

空港までのアクセス手段の利便性を向上させ，発地から

着地までのトータルな移動の評価をとらえることが重要

になってくる．  
空港アクセスは，バスや自家用車によるものが多く，

鉄道は対抗輸送機関として，空港との連携がとられてい

る例は少なかった．しかしながら航空機輸送の需要の増

加に伴い，大量輸送や所要時間の正確性，環境面でも優

れた特徴を持つ鉄道を，アクセス手段として取り入れて

いる空港が，日本のみならず世界的にも増えてきている．

とくに大規模空港においては，航空と鉄道のそれぞれの

特性を生かし，連携して利用者の利便性を向上させるこ

とが極めて重要になってきている． 
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そこで空港アクセス交通の手段選択特性を分析するこ

とにより，利用者のニーズの傾向を理解できれば，より

効率的に機能強化を図り，空港アクセス交通の利便性の

向上が実現できると考えられる．首都圏（成田・羽田）

の空港アクセス交通利用者（空港到着時）は，鉄道の選

択が 54%注3)，バスでは 25%注3) ，自家用車では 12%注3) ，
その他 8%注 3)となっている．今後さらなる航空需要の増

加を見込む中で，空港アクセス交通の手段選択特性を分

析し，施策に反映させ，国内外の交流の活性化につなげ

る必要がある． また，空港アクセス交通の機能強化は，

その都市の魅力の向上にもつながり，国内外のより大き

な経済活動をひきつけ，都市の国際競争力を高める 1つ
の要因になりえると考えられる． 

 
(2) 研究の目的 
本研究では，首都圏空港である成田空港と羽田空港に

おいて，空港アクセス交通として，鉄道，空港バス，自

家用車の 3つの空港アクセス交通の手段選択特性分析を

行う．成田と羽田の両空港は，アクセス手段として鉄道

を選択する率が高い注 3)，また複数の鉄道サービスが存在

する．そこで鉄道サービスの違いに着目するため，鉄道

の手段選択を細分化しより精緻な分析を行うこととした．  
具体的には，交通手段選択のメカニズムを，基礎集計

分析を行い，航空旅客の交通手段選択の傾向を把握する．

次に旅行者の制約条件や個人の意識を考慮した非集計分

析として，混合ロジットモデルによって分析を行う．さ

らに，推定したモデルを利用して，旅行費用を変化させ

た場合の交通手段選択率を算出し，追加料金の受容がど

の程度なのかを分析することにより，新たな施策に対し

て収入の程度を判断する知見とする．これらを通じて，

今後のアクセス交通の機能向上に資する手段選択特性を

明らかにし，施策に反映することを目的とする．  
利用者のニーズの傾向を理解し空港アクセス機能の改

善ができれば，交流の活性化や我が国の経済・社会を維

持・発展につながると考える． 
 
 

2． 既往研究の整理 
 
これまで空港アクセス交通を扱った研究事例は多いが，

整理すると以下がある． 
石川ら 1)は，広島空港から羽田空港への航空便利用者

を対象として，出発地から目的地までを航空便と空港ま

でのアクセス便（リムジンバス）に分け，各交通機関の

遅延に対する認知の違いについて MXL モデルを用いて

分析している．その結果，所要時間の不確実性が高い交

通機関においては，個人の予測する遅延時間など認知の

違いを表現できることを明らかにしている． 
綾城ら 2)は，羽田空港の利用者に独自の調査を行い，

往路・復路別交通手段選択率を分析している．また，旅

行時間信頼性の評価を行い，バスの選択理由には，着席

性や，乗り換えの必要がないといったリムジンバス特有

の項目を挙げている．そして非集計モデルにより旅行目

的別，居住地別，往路・復路別にカテゴリー分けを行っ

た上で交通手段選択予測モデルを構築している． 
萩原ら 3)は，羽田空港リムジンバスにおいて復路（空

港発）に対して往路（空港着）の利用割合が低いことに

着目し，旅行時間信頼性が利用者の交通手段選択行動に

与える影響を把握した．そして平均分散アプローチによ

る交通手段選択モデルを構築し，旅行時間信頼性の評価

を行った． 
奥ノ坊ら 4)は，訪日外国人の増加やLCC利用者の増加

など東京圏を取り巻く環境の変化に着目し，空港アクセ

ス利用者に関する統計データに基づく行動分析を行い，

それらを踏まえた需要推計モデルを構築している． 
Biroliniaら 5)は，ミラノ・ベルガモ空港において，混合

ロジットモデルを用いて空港アクセスの交通手段選択モ

デルを分析している．その結果，低いコストでソリュー

ションを提供することを目指すのではなく，顧客の優先

順位を意識すべきであると述べている．また車外移動時

間，車内移動時間について，時間価値を計算し，24 ユ
ーロ/h，19ユーロ/hと算出している． 
これまでの研究では，主に羽田空港に着目して往復の

交通手段選択を分析しており，鉄道をサービスレベル

（特急と普通）もしくはルート別（京急とモノレール）

に分けて分析している例は少ない．そこで本研究では，

成田と羽田の両空港に着目し，比較分析を行った．これ

は成田空港では，追加料金が必要な鉄道特急サービスが

存在するなど多様なサービスが存在することと，羽田空

港においては，京浜急行と東京モノレールという 2つの

鉄道サービスが存在するためである．  
 

 

3．  調査の概要 
 
(1)  航空機利用を目的として移動した利用者への調査 
成田空港と羽田空港の利用者は，一都六県（東京，神

奈川，千葉，埼玉，群馬，栃木，茨城）をほぼ出発地と

しており注 3)，調査の対象範囲を一都六県とした．空港

へ通勤している利用者などは対象から外し，自宅と空港

間の交通手段選択について尋ねる調査を行った．調査結

果は，完答したサンプルのみを集計した（500 サンプ

ル）．また 3年以内に自宅から成田空港と羽田空港をそ

れぞれ 1回以上往復した利用者を対象とした．意識調査 
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表-1 Webアンケート調査概要 
調査手法 Webアンケート 

対象者 

・東京都，神奈川・千葉・埼玉・

茨城・栃木・群馬県在住者 
・18歳以上の者 
・羽田空港と成田空港の両空港に

3 年以内に必ず 1 回は自宅から

往復した者 
調査期間 2022年 4月 15日～19日 
サンプル数 500サンプル 

質
問
項
目 

個人属性 性別・年齢層・居住地(郵便番

号） 

旅行状況 

・旅行目的，滞在日数，旅行同

行者の数 
・自宅近くの空港までのリムジ

ンバス停の有無 
・回答者が所有する車の有無 
・未就学児の同伴の有無 
・空港までの一人当たり携行荷

物の重さ 

利用交通機

関 

・直近 1 回の旅行について，自

宅から空港へ移動する際の最

後の交通手段，もしくは空港

から自宅へ移動する際の最初

の交通手段 

意識調査 
（ダミー 
変数） 

（交通機関選択において重視す

る事柄） 
・所要時間の正確性 
・着席などの移動の快適性 
・荷物を持った移動の容易性 
・ほかの人との接触回避 

 
の調査項目には，空港アクセス交通において，手段選択

に影響を及ぼす事柄を選定した．調査の概要を（表-1）

に示す．またサンプルは無作為に抽出したため，回答者

の居住地は東京都が最も多く（43%），次いで神奈川県

（23%），千葉県（14%），埼玉県（14%）が続き，茨

城県（4%），栃木県（1%），群馬県（1%）は，少ない

分布となった．他の項目は，性別では女性が 194 名

（39%）， 男性が 306名（61%）となり男性が 2割程度

多い結果となった．あわせて，データ空間のスケールを

確認するため，所要時間の分布を図-1に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
年齢階層は，なるべく多様な行動パターンを分析する

ため，均一にサンプルを抽出した．旅行目的では，仕事

目的が 92名（18%），観光目的が 408名（82%）となり

今回の調査はサンプルの大部分が観光目的となった． 
 

(2) 往路と復路の違いに着目した調査の集計結果 
今回の調査での，自宅から成田空港と羽田空港までの

交通手段（鉄道，バス，自家用車）について，所要時間

や費用（所要時間や費用は，実際に選択された交通手段

に対して調査で回答された数値をここでは用いる）など

を調査した．また意識調査として空港までの所要時間の

正確性の重視や空港までの着席などの移動快適性の重視

なども調査した．全サンプルのうち，21 名以上で旅行

をしているサンプルと交通手段にタクシー・自転車・徒

歩を選択しているサンプルについては，少数であること

から除いて集計した．多数の集計データから，後述する

第 4章において非集計モデルで分析する項目について，

交通手段選択のクロス集計として，a）自宅から空港ま

での往復の交通手段選択の状況，b）利用者個人の状況

や志向を整理し，考察を行った（図-2~3）． 
a) 自宅から空港までの往復の交通手段選択の状況 

自宅から空港までの往復の交通手段選択の状況をまと

めた（図-2）．国土交通省航空旅客動態調査注 4)では，出

発地から空港への移動と，空港から目的地までの移動で

は，前者より後者の方が鉄道の選択が減る傾向がみられ

るが，今回の調査結果では，わずかに鉄道の選択が減っ

ている程度である．国の調査では空港から目的地への移

動が，すべて自宅が目的地ではないが（同一人物の往復

の結果ではないため），今回は同一人物の連続する往復

の手段選択結果であり，空港からの移動は自宅が必ず目

的地であることや，回答者の居住地域の大部分が，一都

三県と鉄道利便性の高い地域であることが影響している

可能性がある．なお，成田、羽田とも同様の傾向である． 
b)  利用者個人の状況や志向との整理 

過去の文献 2,3,4,5)から，空港アクセスにおける手段選択

特性分析では様々な説明変数を用いて分析されてきてい

る．本研究の分析は，利用者が携行する荷物の重さ(kg )， 
 

 
 
 
 
 
 
 
 図-2 自宅と成田空港の往復交通手段選択 図-1 自宅と成田・羽田空港間の所要時間分布 
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旅行時の未就学児の同伴の有無，時間正確性重視の有無，

着席等快適性重視の有無などの調査を実施した．往路と

復路で傾向の違う時間正確性重視の有無の説明変数につ

いて集計結果の考察を以下述べる（図-3）．自宅と空港

間の交通手段選択割合について着目すると，往路復路と

正確性重視する・しないについて，カイ 2乗検定を行っ

たところ 5%有意にならなかった．往路と復路の比較で

は，すると答えた選択数が往路から復路で大きく減少す

る．しかしながら，往路と復路での交通手段選択割合の

変化については，差はみられなかった．往路で選択した

交通手段を復路では，ほぼ変更しないことが明らかにな

った．なお，羽田空港も同様な結果となった． 
 
 

4．  交通手段選択に関する要因分析 
 

(1)  分析手法 

鉄道についての交通手段を，サービスレベルの違いな

どにより，2 つに分け，交通手段間の独立性の仮定が不

完全であることを考慮して，ネスト構造を持った MXL
モデルにより分析を行った．また両空港の交通手段別の

時間価値（支払意思額）を算出し，あわせて構築したモ

デルにより費用を変化させた際の交通手段選択のシェア

の変化についても分析を行った． 
分析手法には，交通手段選択において鉄道を細分化し，

非集計モデルを構築することから，IIA 特性を緩和する

ため，ネスト構造をモデルに持たせた 6) ．あわせて個人

の主観的な選好や認識のばらつきを分析するため，混合

ロジット（MXL）モデルを用いて所要時間（ラインホ

ール時間とアクセス時間），費用，正確性の重視，快適

性の重視の 5つの説明変数をランダム化し分析を行った． 
4 つの交通手段について，成田空港であれば，鉄道特

急（追加料金が必要な鉄道サービス，JR 成田エクスプ

レスや京成スカイライナー），鉄道普通（追加料金が不

要な鉄道サービス，JR 快速や京成アクセス特急等）バ

ス，自家用車とし，羽田空港では，京浜急行電鉄（京

急），東京モノレール（モノレール），バス，自家用車

とした．交通手段に対する定数項以外の説明変数として

次のように定義した．すべての交通手段に共通な変数と

して空港までの乗車時間（ラインホール時間），一人当

たりの費用を定義した．鉄道とバスに共通な説明変数と

して，駅やバス停までのアクセス時間，空港までの乗換

回数，出発地付近に空港までの直行バス停の有無（ダミ

ー），利用可能な車の有無（ダミー），未就学児の同伴

有無（ダミー），空港までの所要時間の正確性を重視

（ダミー），空港までの着席などの移動快適性重視（ダ

ミー）を定義した．自家用車のみの説明変数として，一

人当たりの携行荷物の重さを定義した． 
交通手段選択において，鉄道を 2種類に分けているこ

とや，バスのLOS（Level of Service）を作成する際に，自

宅からバス停（空港への直行バス）までの間に鉄道を使

用することも考慮 して，2 種類の鉄道とバスが同一ネ

スト内に含まれる（図-4）と仮定して分析することとし

た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また説明変数に関して，駅・バス停までのアクセス時

間，乗車（ラインホール）時間，費用については，対数

変換を行った． 
具体的なモデルについては，効用 V を（1）式のよう

に定義する． 
 
 
 

𝑉𝑖𝑛   :個人 nが選択肢 iの選択による効用の確定項 
𝑍𝑘𝑖𝑛:選択肢 iについての k番目の説明変数 
𝛽𝑘    :k番目の説明変数のパラメーター 
 

MXLモデルの選択確率を（2）式のように定義する． 
 

𝑃𝑠𝑚𝑛 = 

∫ [
exp⁡(𝑉𝑠𝑛 + 𝜆Λ𝑠𝑛)

∑ 𝑒𝑥𝑝(𝑉𝑠′𝑛 + 𝜆Λ𝑠′𝑛)𝑠′

exp⁡(𝑉𝑠𝑚𝑛)

∑ exp⁡(𝑉𝑠𝑚′𝑛)𝑚′

] 𝑓(𝑏𝑛)

𝑏𝑛

𝑑𝑏𝑛 

 
 

図-3 成田空港往復の正確性重視と交通手段選択 

𝑉𝑖𝑛 = ∑𝛽k𝑍k𝑖n
k

 （1） 

（2） 

図-4 ネスト構造図 
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𝑃𝑠𝑚𝑛:個人 nが上位選択で選択肢 sを選択したときに，下

位選択で選択肢mを選択する確率 
𝑉𝑠𝑛    :個人 nが上位選択で選択肢 sの選択による効用の 

確定項 
Λ𝑠𝑛  : 個人 nが上位選択の選択肢 sにおけるログサム変数 
λ :スケールパラメーター 
𝑉𝑠𝑚𝑛  :個人nが上位選択で選択肢 sを選択したときに，下

位選択で選択肢mの選択による効用の確定項 
𝑏𝑛 :個人nの個人の主観的な選好や認識のばらつきの影

響を表すランダム効果（正規分布𝑓(𝑏𝑛)を仮定し，

各交通手段におけるランダム化した説明変数に対

応している．ランダム化した説明変数と𝑓(𝑏𝑛)の標

準偏差の推定値は表-2に記載） 
 
ログサム変数を（3）式のように定義する． 

 

Λ𝑠𝑛 = ln∑exp(𝑉𝑠𝑚′𝑛)

𝑚′
 

 
上記の（1）,（2）,（3）式より，ハルトン法により乱数

を 100回発生させ，それを用いて選択確率の平均値を算

出する．ランダムドロー法により乱数を 2000 回発生さ

せた場合との比較を行ったが，推定結果はほぼ同じであ

った．その平均値を尤度として最尤推定法によりパラメ

ーター𝛽𝑘，λを推定する． 
時間価値（VOT）の計算については，乗車（ラインホ

ール）時間で計算を行う．また乗車時間と一人当たり費

用の効用関数を対数線形にて特定化しており，時間価値

は次式（4）で算出する． 
 

𝑉𝑂𝑇 =
𝜕𝑐

𝜕𝑡
= (

𝜕𝑉

𝜕𝑡
) (

𝜕𝑉

𝜕𝑐
)⁄ =

𝛽𝑡
𝛽𝑐

∙
𝑐̅

𝑡̅
 

 
𝛽𝑡  : モデルで算出した乗車時間に関する推定値 
𝛽𝑐  : モデルで算出した費用に関する推定値 
𝑐̅、𝑡̅ : 各交通手段で選択されたサンプルの平均値 
 
(2) サービス水準（LOS）の設定 
各交通手段のサービス水準については，自宅の位置を

郵便番号から緯度経度を示す座標（国際地球基準座標系）

に変換注 4)し，デジタル道路地図注 5) を利用して，その座

標から最寄り駅やバス停を解析することにより算出する．

最寄り駅やバス停までの距離 0.5 km以下は徒歩利用，距

離 0.5km を超える場合は乗用車利用を想定し，徒歩は

4km/h注6)，乗用車は時速20km/h注6)で距離に応じた所要時

間とした．なお，ここでの乗用車は代表交通手段ではな

く，補助交通手段として扱う．駅またはバス停までの合

計所要時間をアクセス時間として算出した．最寄り駅も

しくはバス停から空港までの経路については，2020年 9
月の鉄道時刻表データを用い．鉄道路線，乗り換えに分

類し，最小所要時間でダイクストラ法により設定した．

なお乗換１回について１５分の時間を設定している．空

港までの自家用車利用については，国土交通省費用便益

分析マニュアルに基づき設定し，経路上の有料道路料金

を計上した． 
 
 
5． 結果と考察 

 
(1) 混合ロジット（MXL）モデルの分析結果と考察 
 
推定結果を表-2に示す．基本的な説明変数である駅バ

ス停までのアクセス時間，乗車（ラインホール）時間，

費用の項目については，効用が減少する負の符号となり

有意な結果が得られた．  
結果の解釈であるが，個人の選好や認識のばらつきを

示す標準偏差が有意にならなかった．今回の調査では，

旅行の目的が仕事と観光をあわせて推定しており，ばら

つきが出るものと推測していたが，今回の結果からは，

航空機利用のため空港へ移動するという大原則の上では，

今回ランダム化した説明変数では個人の認識のばらつき

はほぼないことが明らかになった． 
成田空港は，羽田空港に比べて，旅行時間が長く快適

性や未就学児の同伴が手段選択に影響を及ぼすことが分

かった．時間正確性については，国際線の発着が多い成

田空港に対して，羽田空港が国内線中心であり，余裕時

間の差による影響がある可能性が高い．離陸時間に対す

る事前空港到着時間の平均を算出すると，成田空港は

93 分前に到着しているが，羽田空港は 78 分前に到着し

ている．このため，成田空港のようにむしろ余裕時間を

多めにとって行動している可能性があり，余裕時間が少

ないことや都心に近く道路混雑がより想定される羽田空

港への移動について時間正確性が求められていると考え

られる．時間価値の空港別の比較については，一般的に

移動距離が長いほど時間価値が高くなることが言われて

おり，羽田空港に比較して都心からの距離が長い成田空

港の方が時間価値が高い妥当な結果となっている．  
往路と復路の説明変数の違いについては，所要時間，

費用や乗換回数といった変数は，往路復路ともに有意と

なり差があまり出なかった．個人の選好をより反映する

時間正確性については，往路羽田が有意となり，復路成

田が有意となっている．推定値は，羽田の方が成田に比

較して大きい値であり，羽田空港への利用者の方が，比

較的強く正確性について意識している傾向がみられる． 

（3） 

（4） 
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表-2 MXLモデル推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 費用を変化させた場合の交通手段選択率の推移 
推定されたパラメータのうち，標準偏差以外の有意と

なっている数値を用いた．往路と復路の鉄道特急と京急

の費用について，初期値を LOS の値とし，そこから鉄

道特急もしくは京急の費用のみを，2 倍に変化させた場

合の交通手段の選択率を分析する（図-5~8）．  

将来の鉄道施策を考えた場合に，特急や京急について，

サービスの対価として費用を上昇させ，どのような選択

率になるのかを成田と羽田，往路と復路で比較検討し考

察する．羽田の往路と復路の比較について，京急とモノ

レールのシェアに着目するとシェアの逆転が復路より往

路の方が早い，これは，往路の方が費用に関して敏感な

特
急
・
京
急

普
通
・
モ
ノ

バ
ス

自
家
用
車

推
定
値

推
定
値

推
定
値

推
定
値

特急/京急の定数項 〇 7.83 3.09 *** 7.67 3.05 *** 23.50 3.50 *** 24.29 3.46 ***

普通/モノレール
定数項

〇 6.96 2.79 *** 6.93 2.79 *** 23.45 3.47 *** 24.20 3.42 ***

バスの定数項 〇 6.24 2.44 ** 5.76 2.27 ** 22.70 3.34 *** 23.60 3.31 ***

駅バス停までの
アクセス時間(分）
(平均値） 〇 〇 〇 -2.03 -2.76 *** -2.09 -2.79 *** -6.57 -3.56 *** -6.23 -3.53 ***

(標準偏差） 0.00 0.96 0.02 0.28 0.00 0.99 0.00 0.99
乗車（ラインホー
ル）時間(分）
(平均値） 〇 〇 〇 〇 -1.12 -3.24 *** -1.15 -3.23 *** -1.61 -3.62 *** -1.58 -3.53 ***

(標準偏差） 0.00 0.91 0.03 0.92 0.54 0.38 0.00 0.91
費用(円）(平均値） 〇 〇 〇 〇 -0.59 -2.90 *** -0.60 -2.95 *** -1.60 -3.66 *** -1.39 -3.07 ***

(標準偏差） 0.00 0.10 0.00 0.96 0.00 0.94 0.00 0.85
乗換回数 〇 〇 〇 -0.47 -3.52 *** -0.47 -3.45 *** -0.32 -1.99 ** -0.43 -2.65 ***

直行バス停有 〇 1.20 3.73 *** 1.62 4.36 *** 1.40 4.41 *** 1.19 4.07 ***

自家用車の所有 〇 〇 〇 -1.81 -2.52 ** -1.76 -2.60 *** -4.76 -2.23 *** -4.46 -2.08 **

時間正確性重視
(平均値） 〇 〇 〇 0.35 1.13 1.02 2.30 ** 2.27 1.95 * 2.16 1.55
（標準偏差） 0.00 0.97 0.01 0.83 0.00 0.98 0.02 0.88
快適性重視
(平均値） 〇 〇 〇 0.66 1.80 * 0.49 1.30 1.04 0.97 0.86 0.73
(標準偏差） 0.00 0.90 0.01 0.79 0.02 0.91 0.02 0.87
未就学児の同伴有 〇 〇 〇 -1.42 -2.19 ** -1.42 -2.13 ** -1.67 -1.05 -1.86 -1.11
携行荷物の重さ 〇 0.04 2.07 ** 0.03 2.08 ** 0.10 1.76 * 0.15 2.18 **

サンプル数 489 486 480 479
スケール
パラメーター

0.98 3.49 *** 0.98 3.55 *** 0.34 3.17 *** 0.32 2.91 ***

初期尤度 -677.9 -673.9 -665.4 -664.0

最終尤度 -576.4 -569.9 -538.3 -544.2

尤度比 0.15 0.15 0.19 0.18
補正済み尤度比 0.12 0.13 0.16 0.15
的中率 0.47 0.47 0.48 0.48
VOT（鉄道特急） 63.34 64.19 ― ―
VOT（鉄道普通） 33.75 34.33 ― ―
VOT（京急） ― ― 11.66 13.26
VOT（モノレール） ― ― 13.07 14.77
VOT（バス） 39.08 40.51 17.91 20.15
VOT（自家用車） 56.81 58.58 32.12 36.17
***：1％有意、**：5％有意、*：10％有意 VOT:Vale of Time

羽田空港(復路）

ｔ
値

ｔ
値

ｔ
値

ｔ
値

説明変数

効用関数使用 成田空港(往路） 羽田空港(往路）成田空港(復路）
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結果であると言える．逆に成田の場合に特急と普通のシ

ェアの逆転は，羽田とは異なり，復路が往路より早い．

これらから，復路の方が費用に関して敏感な結果となっ

ていると考えられる．成田と羽田の比較では，成田の選 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

択率の変化に対して，羽田の選択率の変化が大きい．特

急鉄道は，JR，京成ともに運賃にさらに運賃と同額以上

の特急料金が加算される．特急鉄道を選択する利用者は

当初から快適性や速達性といったサービスの対価として

特急料金の支払意志があり選択していると考えられるが，

京急については，運賃だけで乗車可能であり，費用はな

るべく小さくしたい利用者も選択している．このため費

用上昇に伴う選択確率の変化が京急は大きくなっている

と考えられる． 
 
 

6． 結論 

 
本研究は，交通手段選択のメカニズムを，基礎集計分

析を行い，航空旅客の交通手段選択の傾向の把握を行っ

た上で，旅行者の制約条件や意識を考慮した混合ロジッ

トモデルによって分析し，今後のアクセス交通の機能向

上に資する手段選択特性を明らかにした．とくに過去分

析された例が少ない鉄道を細分化して，空港バス，自家

用車の交通手段について分析を行った．これらを踏まえ

て結論を以下のようにまとめた． 
・今回のデータでは，個人の主観的な選好や認識のば

らつきについては，旅行時間や費用，正確性や快適性

などにおいては，ほとんどないことが分かった．これ

は，飛行機を乗るために空港に移動するという目的に

おいては，個人の差が出にくいことを示している． 
・旅行時間が比較的長い成田空港への移動では，着席等

快適性重視や未就学児の同伴が有意となり，ダミー変

数間の推定値の比較においても未就学児の同伴は値が

大きく影響が大きいことが分かった．鉄道においても

家族連れに対する配慮や着席等の快適性をさらに向上

できれば，利用者数の向上につながる可能性がある． 
・鉄道特急については，推定されたパラメータを用いて

往路と復路の費用について，2 倍に変化させた場合の

交通手段選択率の変化が京急に比較して少ないことが

分かった．このため，追加料金負担に対してあまり抵

抗がない可能性がある．付加価値を高めるサービスを

設定すれば，追加料金が受容される可能性が高いと考

えられる． 
 
今後の展開については，今回サンプル数の問題から分

析を行っていない仕事目的別の行動分析や出発時間帯や

居住地別での調査実施により，手段選択特性の比較検討

の実施が考えられる．   
また，羽田空港へは JR 東日本が羽田空港アクセス線

を計画している．この路線へは，高崎線，宇都宮線，常

磐線が乗り入れる予定であり，グリーン車という特別料

図-5 交通手段選択率の変化(成田往路) 

図-6 交通手段選択率の変化(成田復路) 

図-7 交通手段選択率の変化(羽田往路) 

図-8 交通手段選択率の変化(羽田復路) 
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金が必要な車両が連結されている．成田空港への特急サ

ービスとは少し異なるが，追加料金を支払うサービスは，

鉄道においては羽田空港では初めての設定となる．これ

らの需要想定や料金設定などにも今回の結果から得られ

た知見が活用できる． 
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NOTES 

注1) 国際航空運送協会（IATA）航空旅客動向予測，2022.3．  
注2) 経済産業省通商白書（令和4年）． 
注3) 国土交通省航空旅客動態調査（令和元年度）． 
注4) TREEMAPS郵便番号ジオコーディング. 
注5) 一般財団法人デジタル道路地図協会 Digital Road Map デジ

タル道路地図． 
注6) 国土交通省費用便益分析マニュアル. 
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ANALYSIS OF MODE CHOICE CHARACTERISTICS OF  
AIRPORT ACCESS TRANSPORTATION USING A DISAGGREGATED MODEL  

AT METROPOLITAN AIRPORTS 
 

Yasuhiro HIJIKATA, Fumihiko NAKAMURA, Ryo ARIYOSHI,  
and Shinji TANAKA. 

 
The purpose of this study is to understand the trends in user needs and to improve airport access trans-

portation. The number of users of airport access transportation is expected to increase. We need to conduct 
a mode choice characteristics analysis to achieve a high level of accessibility that meets the needs of users. 
We conducted a mode choice analysis of round-trip airport access transportation between an airline pas-
senger's home and the airport. Using a nested mixed logit (MXL) model, we found a relationship between 
individual user travel status and transportation mode choice. We also calculated the time of value for the 
two airports and found that the express rail service to Narita Airport is the most expensive. Our results 
provide insight into the functional improvement of airport access that can lead to the revitalization of ex-
change. 
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